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配当政策の変更（DOE指標導入）及び 

2026年３月期（第 164期）配当予想の修正（増配）に関するお知らせ 
 

 

当社は、2025 年 11 月６日開催の取締役会において、配当政策の変更について下記のとおり決定いた

しましたのでお知らせいたします。 

 また、今回の配当政策の変更に伴い、１株当たりの配当予想について、修正することといたしました

ので、併せてお知らせいたします。 

記 

１． 配当政策の変更（DOE 指標導入） 

（１）変更の理由 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要施策のひとつとして位置づけ、長期に

わたる経営基盤の安定と強化に努め、企業価値の向上を目指しております。 

この度、株主の皆様への還元をさらに充実させ、安定的な配当を行う姿勢をより一層明確にす

るため、中期経営計画 2026 の残り期間（2026 年３月期及び 2027 年３月期）におきましては、

連結配当性向に加えて、連結自己資本配当率（DOE）を新たな指標として導入することといたし

ました。 

 

（２）変更の内容 

   （変更前） 

当社は、配当につきましては、安定的な配当を継続して行うことを基本方針とし、連結業績

の動向も勘案することとしております。また、剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２

回行うこととしております。なお、2024 年度よりスタートした中期経営計画 2026 の期間にお

きましては、市場の期待に応える積極的な株主還元として「連結配当性向を 30％以上とする

累進配当」を行う方針としております。 

 

   （変更後） 

当社は、配当につきましては、安定的な配当を継続して行うことを基本方針とし、連結業績

の動向も勘案することとしております。また、剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２

回行うこととしております。なお、2024 年度よりスタートした中期経営計画 2026 の期間にお

きましては、市場の期待に応える積極的な株主還元として「連結配当性向を 30％以上とする

累進配当」を行う方針としておりますが、中期経営計画 2026 の残り期間（2026年３月期及び

2027 年３月期）におきましては、１株当たり年間配当金について「連結配当性向 30％以上か

つ連結自己資本配当率（DOE）３％以上とする累進配当」を行う方針といたします。 

 

（３）変更の時期 

2026 年３月期の期末配当より適用いたします。 

(2026 年３月期の中間配当につきましては、変更前の政策に基づき実施いたします。) 
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２． 配当予想の修正（増配） 

（１）修正の内容 

 年間配当金 

第２四半期末 期 末 合 計 

前回予想 
円 銭 

14.00 

円 銭 

14.00 

円 銭 

28.00 

今回修正予想 
 

20.00 34.00 

当期実績 

（2026 年３月期） 
14.00 

  

前期実績 

(2025 年３月期) 
125.00 12.50 － 

当社は、2024 年 10 月１日付で普通株式１株につき 10 株の割合で株式分割を行っております。

2025 年３月期第２四半期末の配当金額については、当該株式分割前の実際の配当金額を記載し、

2025 年３月期の年間配当金合計は「－」と記載しております。なお、株式分割の影響を考慮した

場合の 2025 年３月期の年間配当金は１株当たり 25 円 00 銭となります。 

 

 

（２）修正の理由 

    上記の配当政策の変更に伴い、2026 年３月期の期末配当予想につきましては、１株当たり 14

円 00 銭から 20 円 00 銭に修正いたします。これにより年間の配当は１株当たり 34 円 00 銭とな

る予定です。 

 

 

（注）上記の配当予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づくものであり、実際の配当は今後の様々な要因により予想と異なる結果

となる場合があります。 

 

以 上 


